
デジタルが拓く近未来

AIや IoTなどの技術革新が進む一方
で、グローバル化の波も押し寄せ

てきています。「デジタルエコノミー」が世

界各地で同時に立ち上がっているこの環

境下で、多くの企業には経営や事業を従来

とは全く異なるものにつくり変えていくこ

とが求められています。

　このような時代にあって、日本や世界の

あるべき姿を描き、企業経営の方向を考え

るために、本フォーラムでは米国の著名な

文明評論家でもあり、経済評論家のジェレ

ミー・リフキン氏をお招きしました。同氏

の講演や、NRIの多彩な専門家の議論を通
じて、デジタル社会の先を読むNRIからの
提言やビジネスへの示唆を提示します。

NRI未来創発フォーラム2017
プログラム
基調講演
デジタルで変える日本の未来 ─シェアリング・エコノミーの衝撃

此本 臣吾  野村総合研究所   代表取締役社長

特別講演
スマート・ジャパンに向けた
“第三次産業革命”と“限界費用ゼロ社会”

ジェレミー・リフキン 氏  文明評論家  経済評論家

対談
世界のデジタル化はどう進んでいくのか？
そして日本の行方は？
［対談者］ ジェレミー・リフキン 氏 × 此本 臣吾
［モデレーター］小谷 真生子 氏  キャスター

パネルディスカッション
デジタル化による社会変革をリードするためには？
［パネリスト］ 神尾 文彦  NRI 主席研究員　　　柏木 亮二  NRI 上級研究員

小林 敬幸  NRI 上席コンサルタント

［モデレーター］小谷 真生子 氏

2017年10月4日㊌
東京国際フォーラム



基調講演

デジタルで変える
日本の未来
─シェアリング・エコノミーの衝撃

　リーマンショックを境として、世界
経済が長期的な低迷傾向にありま
す。世界全体の実質GDP（国内総
生産）の成長率を比較すると、リー
マンショック前（2000～2008年の
年平均）が3.2％だったのに対して、
リーマンショック後（2008～2016
年の年平均）は2.3％。日本では、
この数字が1.0％から0.6％へと下が
り、GDPの伸びが長らく停滞してい
るのが現実です。
　GDPの伸びが停滞しているにも
かかわらず、NRIの調査では、2010
年前後から「自分の生活レベルが
向上した」と感じている日本の生活
者が徐々に増えていることが判明し
ました。

デジタル化で経済に縮小のリスク

　このような状況の背景には、製品
やサービスのデジタル化があります。
インターネット取引などによって、消

費者にとっての利便性が高まったこ
とで消費者余剰（消費者が最大支
払ってもよいと考える価格と実際の
取引価格の差分）が大きくなってい
るのです。

　一般に何らかのイノベーションが
起こると、消費者余剰と生産者余剰
がともに大きくなります。商品やサー
ビスの利便性が高まるとともに、生
産者における限界費用（商品やサー
ビスを1単位増やすのに要する費用）
が下がり、需要が拡大していたから
です。実際、過去の高度成長期で
は、こうした効果が表れています。
　しかしデジタル化は、これまで
とは異なる状況を生み出してい
ます。複製コストの急減などで
限界費用が劇的に下がった結
果、商品やサービスの価格も急
激に低下し、消費者余剰が拡
大する一方で、需要の拡大をは
るかに上回るスピードで生産者

余剰が縮小しています。もし生産者
余剰が過度に減少すれば、雇用者
所得や設備投資にも悪影響が生じま
す。これは、経済の縮小均衡を引き
起こすことになります。
　本日の特別講演にご登壇いただ
くジェレミー・リフキンさんは最新の
著書（邦訳は、NHK出版『限界費
用ゼロ社会〈モノのインターネット〉
と共有型経済の台頭』）の中で「限
界費用がゼロにまで縮小すると財と
サービスは市場での価格決定から
解放されるので利益は消失する」と

野村総合研究所  代表取締役社長

此本  臣吾

指摘しています。

あらゆるモノが共有される時代に

　このような社会に向かう中で、企
業には、コスト削減だけでなく新し
い価値を生み出す戦略が求められ
ています。この戦略の成否を握るの
が、ビッグデータの活用方法です。
　デジタル化の進展によって、企業
がお客様に関する膨大な情報を入手
できるようになりました。こうした情
報の中から需要と供給を見える化し、
最適な受給のマッチングを行うこと
も可能です。
　これを具現化したのが、クルマの
シェアリング・サービスを提供してい
る米ウーバー・テクノロジーズです。
ほかの領域でも、シェアリング・サー
ビスを提供する企業が相次いで登
場しています。
　近い将来には、あらゆるモノが
共有されるシェアリング・エコノミー
（共有型経済）の時代が到来するで
しょう。産業構造は、シェアリング・
サービスを提供する巨大なプラット
フォーマーと、最適化されたモノづく
り企業、シェアリング・エコノミー型

のユニークなサービスを提供する企
業群に再構成されることになると予
想されます。

共有財を管理するコモンズが必要

　このような社会では新たなリスク
も浮上してきます。それは、多種多
様な個人情報が巨大プラットフォー
マーに囲い込まれることです。
　シェアリング・エコノミーの時代に
は、個人が自分のデータを管理でき
るような仕組みが必要になるでしょ
う。医療などの機微情報は、巨大
プラットフォーマーに支配されるの
ではなく、自己管理が望ましいから
です。

　個人の情報をはじめとして、シェ
アリング・エコノミーで共有財を管理
する基盤は「コモンズ」と呼ばれて
います。これのオーナーシップが問
われるようになります。政府が適切
な政策でコモンズの構築を促すこと
も一つの選択肢だと思います。実
際、シンガポールでは、政府テクノ
ロジー局（GovTech）が省庁横断の
情報基盤を構築し、そこに個人情報
も集約しています。
　日本でも、企業や公的機関
が利用できるようなコモンズ
が構築されることが望まれま
す。例えば、政府が運営するオ
ンラインサービスである「マイナ

ポータル」を活用すれば、企業
や生活者が納得感を得ながら
個人情報を利活用できるので
はないでしょうか。そうした基

盤の上に新しい産業を担う企業群
が続 と々立ち上がり、オールドエコ
ノミーとの共存期間を経た上で、新
たな経済構造へと転換していくこと
を期待しています。
　コモンズのように官民が共有する
基盤づくりでは、日本は欧米に比べ
て後れをとっていると感じる方もい
らっしゃるかもしれません。しかし、

デジタルデバイド（情報へのアクセ
スに対する格差）の影響が小さい日
本は、欧米よりもむしろ、デジタル
社会が目指す理想郷の姿に近いと
考えています。
　NRIは、日本におけるシェアリン
グ・エコノミーの健全でダイナミック
な進展に貢献していきたいと考えて
います。■

【このもと・しんご】 1985年に東京大学大
学院工学研究科を修了後、野村総合研究
所に入社。台北事務所長や同支店長を経
て、2004年に執行役員に就任。常務執行
役員や専務執行役員、代表取締役専務執
行役員を経て、2016年 4月から現職
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新井 紀子

【ジェレミー・リフキン】EUや欧州主要国
に対する政策提言を支援。とりわけ、ド
イツのメルケル首相のブレーンとして「イ
ンダストリー4.0」を牽引するなどEU首
脳や政府高官に向けて政策やエネルギー
安全保障などのアドバイスを提供している

特別講演

スマート・ジャパンに向けた
“第三次産業革命”と“限界費用ゼロ社会”

対談

世界のデジタル化は
どう進んでいくのか？
そして日本の行方は？

文明評論家  経済評論家

ジェレミー・リフキン  氏

　特別講演の後には、キャスターの
小谷真生子氏をモデレーターとして、
リフキン氏と此本が対談した。
　冒頭で小谷氏が「お二方の講演
を聴いて、世界がシェアリング・エコ
ノミーに向かうことの重要性が分か
りました。実現への課題は何でしょ
う」と問うと、リフキン氏は「世界を
牽引していくようなリーダーシップが
必要です」と答えた。

日本が世界を牽引する可能性も

　ドイツでは、リフキン氏がブレー
ンを務めるアンゲラ・メルケル首相の
リーダーシップの下、再生可能エネ
ルギー体制への転換や「インダスト
リー4.0」など、第三次産業革命へ
向けた施策を推進している。
　此本は「国を挙げた動きとなる
ので、ある程度は政府のリーダー
シップが必要になるでしょう。ただ

し、民間との協業が欠かせませんか
ら、経済界全体の議論の中で明快
な方向性を打ち出して、一般の人た
ちの意識を変えていくことが重要で
しょう」と指摘する。
　シェアリング・エコノミーに向けた
動きを一国内にとどめずに、世界中
に広げるには国境を越えたリーダー
シップも必要になる。リフキン氏は、
日本がその役割を担う可能性もある
として、次のように語った。
「日本はITや建設、生産などの領
域で高度な技術を有しています。こ
れらはIoTプラットフォームを構築
する上で重要な役割を果たします。
日本には、世界的なリーダーシップ
を握るポテンシャルがあると考えて
います」

　此本は、高度化・複雑化するサイ
バー攻撃への対策も重要な課題だ
と指摘する。「第三次産業革命を支

えるインフラのアーキテクチャーは、

これまでのように中央集権型ではな
く、分散型になります。インフラを
構成する要素のそれぞれに十分なセ
キュリティ対策を講じないとサイバー
攻撃の脅威を軽減できません」と警
鐘を鳴らす。

共有型経済の進展に貢献

　リフキン氏が「世界的に見ると、
シェアリング・エコノミーに向けた取
り組みの数は指数関数的に増えて
いくでしょう」との観測を示すと、此
本は次のように語って対談を締めく
くった。

「保守的な企業が多い日本では、こ
の数年は歩みが遅いかもしれません。
しかし、あるしきい値を超えると一
気に進展するはずです。そのような
企業を支援することも、NRIの使命
の一つだと考えています」■

　過去の産業革命を振り返ると、社
会インフラにおける三つの要素に大
きな変革がありました。コミュニケー
ション、エネルギー、輸送の仕組み
の三つです。
　19世紀の第一次産業革命では電
信と石炭・火力、蒸気機関が、20
世紀の第二次産業革命において電
話、電力、内燃機関が、これに該

当します。

IoTが新たな産業革命の源泉に

　現在、IoT（モノのインターネット）
の進展によって、この三つの要素
に大きな変革が起こりつつあります。
コミュニケーション媒体として普及し
たインターネットが、家庭やオフィス、
工場や店舗、人が集まる公共の場
所にある多種多少なモノと結びつく
ことによって、エネルギーや輸送の
仕組みを、これまでとは比較になら
ないくらい詳細に制御できるように
なりました。

　これらのインフラを駆使すること
によって、社会や経済は大きく変わ
ります。これが2011年に出版した
前著（邦訳は、インターシフト『第三
次産業革命：原発後の次代へ、経
済・政治・教育をどう変えていくか』）
で詳述した第三次産業革命です。
　第三次産業革命によって、限界費

用はゼロに近づいていきます。イン
ターネットにつながれた太陽光発電
機で個人でもエネルギーがつくれま
すし、3Dプリンターを使えば誰でも
さまざまなモノを生産できるようにな
ります。

資本主義は終焉を迎える

　こうした社会が実現すると、多数
の人々が共通の目的のために協働で
作業をするような場、つまり「協働
型コモンズ」が台頭してくるでしょう。
このようなコモンズは、資本主義市
場や政府ではなく、参加者が共同
で構築・管理する形態になります。
　世界中に多種多様な協働型コモ
ンズが構築されれば、資本主義は
縮小せざるを得ません。近い将来に
現在の資本主義は終焉を迎え、協
働型コモンズで展開されるシェアリ
ング・エコノミーに移行していくこと
になるでしょう。■

［対談者］
ジェレミー・リフキン 氏
此本 臣吾

［モデレーター］
小谷 真生子 氏 │ キャスター
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【かみお・ふみひこ】官公庁、自治体におけ
る都市・地域戦略、道路・上下水道等の社
会インフラ政策戦略、公的機関の組織改
革等のプロジェクトに参画。総務省「公営
企業の経営健全化に関する調査研究会」
委員など、国・自治体の委員を多数歴任

【かしわぎ・りょうじ】官公庁における産業
振興政策の立案支援や製造業・情報通信・
金融などの分野における事業戦略プロジェ
クト、IT事業戦略分析／技術インパクト評
価などのプロジェクトに参画。2015年よ
り経済産業省「FinTech研究会」メンバー

【こばやし・のりゆき】製造業（特に自動車、
電機）を中心に事業戦略立案や新規事業
開発、研究開発マネジメントサービスのプ
ロジェクトに参画。日米を始め、アジア地
域の自動車業界に精通。技術に対する理
解を踏まえた将来展望を定期的に実施

官民挙げて「超スマート社会」の
具体像を描いていくことが大切

　人口減少社会になった日本にとっ

て、地方創生は喫緊の課題です。人

口が増加している時代には、地方と

都市の相互依存関係が成り立ってい

ました。しかし人口が減りつつある

現在、大都市も地方も経済的に自

立することが求められています。地

方で新しいビジネスを立ち上げたり、

既存の仕事の生産性を高めたりする

には、デジタル化が必要不可欠です。

銀行法の改正によって
フィンテック進展の下地が整う

　金融業界では現在、世界中で「フィ

ンテック」と呼ばれるデジタル化の

動きが広がっています。残念ながら、

日本企業は後れをとっているのが現

実です。日本の金融機関は組織間の

壁が高い上に、自前主義の傾向が強

いので、先進的な取り組みでは世界

から取り残されるケースが多くなっ

ています。

　こうした状況から脱却するために、

IT投資は「効率化競争」から
「ビジネスモデル競争」に変質

　近年の IT投資の状況を見ると、日
本は米国に大きな後れをとっていま

す。1995年と2012年の IT投資額
を比較すると、米国では5倍に増加
しているのに対して、日本は2倍にと
どまっています。

　この格差は、近い将来にビジネス

の格差につながってくる可能性があ

ります。というのは、IT投資の性質
が変わりつつあるからです。これま

　政府もデジタル化を進めるために

さまざまな施策を打ち出しています。

これを象徴するキーワードが「ソサ

エティー 5.0」です。一言で表現する
と、デジタル技術を駆使して「超ス

マート社会」を実現するための一連

の取り組みのことです。現在、個々

の施策が動いていますが、全体像が

見えにくい状態です。社会や地域に

とってインパクトのある象徴的な取

り組みを、官民が協働して推進して

いくことが重要だと考えます。■

外部の組織と連携するオープンイノ

ベーションに取り組んでいくことが

望まれます。先端技術を有するベン

チャーやスタートアップ企業、大学

などと協業すれば、新たなサービス

やビジネスモデルを生み出せる可能

性が高まります。

　幸いにも、日本では銀行法が改

正されて、銀行や信用金庫に対して

「オープンAPI」を公開する努力義務
が課されました。フィンテックが広が

る下地が整ったといえるでしょう。■

では、いかに仕事の効率を高めるか

という「効率化競争」でしたが、これ

からは「ビジネスモデル競争」になる

でしょう。前者の目的はコストの削

減ですが、後者では競争優位性の源

泉を新たに創出することです。

　最近は、新興企業が新たなビジ

ネスモデルを引っさげて異業種から

参入してくるケースも増えています。

「守り」の IT投資だけでなく、「攻め」
への投資の比重を高めることが日本

企業の課題となるでしょう。■

【こたに・まおこ】日本航空を経て、NHK
のキャスターに。1998年からテレビ東京
「ワールドビジネスサテライト（WBS）」の
メインキャスターを16年間担当。2014年
からBSジャパン「日経プラス10」メイン
キャスター。世界経済フォーラム IMCの
メンバーも務める

パネルディスカッション

デジタル化による社会変革を
リードするためには？

　NRIは、高齢化・人口減少に直
面する日本社会・経済の再活性化、
製造業の未来戦略の立案、地方創
生などに取り組んでいる。こうした
課題解決に向けて、デジタル化のイ
ンパクトをどのように捉え、活かして
いけるのか─。
　本フォーラムの締めくくりとして、
これをテーマとしたパネルディスカッ

ションを開催。小谷真生子氏をモ

デレーターに、転換期における社
会変革やビジネス打開策のあり方を、
NRIの研究員・コンサルタントが議
論した。

パネリストが注目技術や事例を解説

　最初に、デジタル化による社会変
革の事例を各パネリストが解説した。
　神尾文彦は、福岡県みやま市に
本拠を置く「みやまスマートエネル
ギー」の取り組みを紹介した。同社
は、みやま市が55％を出資する新
電力会社。市内の太陽光発電設備
等で生み出された電力を調整して市
内の住宅・公共施設などに供給して
いる。契約者にはタブレット端末を
配布し、電力使用状況の見える化に
も取り組んでいる。
　柏木亮二は、分散型で元帳を管
理するブロックチェーンという技術に
注目しているという。世界中で研究
開発が進んでいるが、「技術の応用・

活用面で日本はユニークな存在」だ
と指摘する。
　小林敬幸は「製造業のサービス
化」の動きを解説。具体的な事例と
して、蘭フィリップスの取り組みを紹
介した。照明機器の製造・販売を
手がける同社が、IoT技術を駆使す
ることによって顧客の照明機器を制
御・保守するサービスの提供に乗り
出したという。
　この後に、各パネリストの専門領
域の視点から、デジタル化による社
会変革を成功に導くポイントを議論
した（右ページを参照）。
　セッションの最後には、モデレー
ターの小谷氏が「本日のフォーラム
には、日本が次世代デジタル社会の
リーダーになるためのヒントが散り
ばめられていたと思います。ご来場
の皆様お一人おひとりの一助になれ
ば幸いです」と総括し、フォーラム
は幕を閉じた。■

［パネリスト］
神尾 文彦 │ NRI主席研究員
柏木 亮二 │ NRI上級研究員
小林 敬幸 │ NRI上席コンサルタント

［モデレーター］
小谷 真生子 氏
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【ますだ・ひろや】1977年に東京大学
法学部を卒業後、旧建設省（現国土交
通省）入省。95年岩手県知事当選、連
続 3期務める。2007年第1次安倍晋三
内閣から福田康夫内閣の2008年まで
総務相。現在、NRI顧問および東京大
学公共政策大学院客員教授を務める

　NRI未来創発フォーラムの翌日、
東京都内のホテルでリフキン氏と

NRIの顧問を務める増田寛也が
対談。地方創生に向けて、どのよ

うな取り組みが必要になるかを議

論した。

一極集中の解決策とは？

　増田が「東京への一極集中が、

地方創生を阻害する要因の一つ

になっています。この解決に何か

アイデアは？」と尋ねると、リフキ

ン氏は次のように答えた。

「第三次産業革命で構築されるデ

ジタル基盤は分散型となり、構

成要素がインターネットで結ばれ

るようになります。つまり、地方

に展開するのに適したアーキテク

チャーとなるのです。

　中央集権化された今までの組

織や連合は解体されていくので、

経済や統治機能を地方へシフトし

ていくチャンスとなります。それ

ぞれの地域が独自にロードマップ

を描けるようにしていくことが重

要でしょう」

　これを受けて、増田は「地方を

一つのまとまりとして統治すべき

だと考えている私にとって、とて

も勇気を与えてくれる言葉です」

と前置きした上で、現実的な課題

を訴えた。

「テクノロジーの面では実現可能

かもしれませんが、地域をまたが

る、さらには国境を越えるような

ガバナンスには政府機関も国民も

なじんでいません。

　第三次産業革命のような大きな

流れがあることを、政治家や官僚、

そして国民に理解してもらうこと

が大きな課題だと考えています」

日本が模範を示す立場に

　リフキン氏は、第三次産業革命

に向けて日本がアジアの中で模範

を示すべきだと主張する。「ITや

建設、生産で高度な技術を有して

いる日本なら、これからの新しい

社会づくりの中でリーダーシップ

を握れるでしょうし、握るべきだ

と考えています」と語る。

　対談の最後に、増田は「日本は、

もっと自信を持つべきなのですね。

こうした考え方を広めていこうと

考えています」と語り、リフキン氏

への賛同の意を表した。■

文明評論家  経済評論家

ジェレミー・リフキン  氏    ×
NRI顧問

増田  寛也

特別
対談
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